
寄附金の区分
所得税

個人住民税
所得控除 税額控除

１ 国に対する寄附金 ○ － ×

２ 地方団体に対する寄附金 ○ － ○

３ 指定寄付金（公益を目的とする事業を行う法人（国立大学法人等）又は団体に対する
寄附金で公益の増進に寄与し緊急を要する特定の事業に充てられるもの） ○ － ○

４

特
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① 独立行政法人 ○ －
② 試験研究、病院事業の経営、社会福祉事業の経営及び介護老人保健施
設の設置及び管理を主たる目的とする地方独立行政法人 ○ －

③ 自動車安全運転センター、日本司法支援センター、日本私立学校振興・共
済事業団、日本赤十字社 ○ －

④ 公益社団法人・公益財団法人 ○ ○

⑤ 私立学校法人で、学校の設置若しくは学校及び専修学校、若しくは各種学
校の設置を主たる目的とする法人 ○ ○

⑥ 社会福祉法人 ○ ○
⑦ 更生保護法人 ○ ○

５ 一定の要件を満たす特定公益信託に対し支出した金銭 ○ －
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① 都道府県知事・指定都市市長が認定したＮＰＯ法人
（※平成23年度改正前は国税庁長官が認定） ○ ○

② ①以外のＮＰＯ法人 × －

７ 政党等に対する政治活動に関する寄附金 ○ ○ ×

ふるさと納税

都道府県・市区町村が

条例で指定すれば ○

（※1） PST要件と同様の要件と情報公開の要件を満たすものに対する寄附金
（※2）政党及び政治資金団体に対する寄附金
（※3）住所地の共同募金会及び日赤支部に対する寄附金

（※1）

（※1）

（※1）

（※3）

（※2）

（※1）

個人住民税における寄附金税額控除の対象寄附金


